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明 細 書

発明の名称 ：端子挿入装置及び端子挿入方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、コネクタハウジングに端子を挿入する端子挿入装置及び端子揷

入方法に関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1 には、端子挿入へッドによりチャックされてクランプ竿から持

ち上げられた電線が、一本ずつ掴まれて端子を載置台の上に位置決めして置

かれたコネクタハウジングの所定の端子収容室に挿入される自動端子挿入機

について記載されている。

[0003] また、特許文献 2 には、ワイヤハーネスの製造ラインなどにおいて、コネ

クタハウジングの端子収容室内に、電線付き端子の端子を挿入する端子挿入

装置について記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：日本国特開 2 0 0 1 - 1 6 0 4 7 2 号公報

特許文献2 ：日本国特開 2 0 0 1 - 1 8 4 9 5 8 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 特許文献 1 の自動端子挿入機及び特許文献 2 の端子挿入装置のいずれにお

いても、複数のコネクタハウジングは、一列に配置されている。すなわち、

複数のコネクタハウジングは、端子を端子収容室に揷入する方向に対 して垂

直な方向に、端子収容室の開口が設けられた該コネクタハウジングの前面が

同じ側に位置するように、横並び した状態で位置決めされている。

[0006] しかしながら、このような特許文献 1 の自動端子挿入機及び特許文献 2 の

端子揷入装置には、複数のコネクタハウジングを一列に配置する空間を確保

しなければならない。この空間は横幅が大きくなり易いため、装置が大型化



して しまう。

[0007] 本発明は、上述 した事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、装置

の小型化を実現することができる端子挿入装置及び端子挿入方法を提供する

し と に

課題を解決するための手段

[0008] 前述 した目的を達成するために、本発明に係る端子挿入装置は、下記 （1

) 〜 （1 1 ) を特徴としている。

( 1 ) コネクタハウジングに端子を挿入する端子挿入装置であって、

複数のコネクタハウジングが配置される固定盤と、

先端に端子が接続された電線を把持 し、前記固定盤に配置された前記コネ

クタハウジングのうちのいずれか 1 つに向けて前記電線を運搬 し、該コネク

タハウジングにおけるキヤビティに対 して前記端子を揷 し込む並列関節機構

と、

を備え、

前記固定盤には、前記複数のコネクタハウジングのうちの第 1 のコネクタ

ハウジング、第 2 のコネクタハウジング及び第 3 のコネクタハウジングが、

前記第 1 のコネクタハウジングと前記第 2 のコネクタハウジングの並び方向

と、前記第 2 のコネクタハウジングと前記第 3 のコネクタハウジングの並び

方向とが交差するように配置される、

こと。

( 2 ) 上記 （1 ) の構成の端子挿入装置であって、

前記固定盤には、前記コネクタハウジングが、隣り合う前記コネクタハウ

ジングを繋いだ線分の集合が全体として環状を形成するように配置される、

こと。

( 3 ) 上記 （2 ) の構成の端子挿入装置であって、

前記固定盤には、前記複数のコネクタハウジングが、円環を形成するよう

に配置される、

こと。



( 4 ) 上記 （3 ) の構成の端子挿入装置であ って、

前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングのそれぞれが、前記円環の半径

方向に沿 つて前記キヤビテ ィが位置するように配置 される、

こと。

( 5 ) 上記 （3 ) または （4 ) の構成の端子挿入装置であ って、

前記固定盤 には、前記円環 を 2 分割 した半円単位で、前記 コネクタハ ウジ

ングを配置可能である、

こと。

( 6 ) 上記 （3 ) か ら （5 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入装置であ つ

て、

前記固定盤 には、前記円環 を形成する前記 コネクタハ ウジングを、上下に

積層 して配置可能である、

こと。

( 7 ) 上記 （4 ) の構成の端子挿入装置であ って、

前記固定盤 は、前記円環の周方向に回動 自在であ り、該固定盤 に配置 され

た前記 コネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つが前記並列関節機構が把持

する前記電線 に接近するように回動する、

こと。

( 8 ) 上記 （4 ) の構成の端子挿入装置であ って、

前記固定盤 は、水平面 に対 して任意の角度 に傾斜 自在である、

こと。

( 9 ) 上記 （1 ) か ら （8 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入装置であ つ

て、

前記並列関節機構 は、前記端子を把持せず、前記電線 を把持する、

こと。

( 0 ) 上記 （1 ) か ら （9 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入装置であ

つて、

前記並列関節機構 は、第 1 の並列関節機構 と第 2 の並列関節機構 とを有 し



前記第 1 の並列関節機構 は、前記電線の一端 を把持 し、前記固定盤 に配置

された前記 コネクタハ ウジングに向けて前記電線 を運搬 し、該 コネクタハ ウ

ジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込み、

前記第 2 の並列関節機構 は、前記電線の他端 を把持 し、前記固定盤 に配置

された前記 コネクタハ ウジングに向けて前記電線 を運搬 し、該 コネクタハ ウ

ジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む、

こと。

( ) 上記 （1 ) か ら （1 0 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入装置で

あ って、

前記並列関節機構 は、前記電線 を把持 し、前記キヤビテ ィに対 して前記端

子を挿 し込んだ後、該電線 を所定の張力が作用するまで引 き戻す

こと。

上記 （1 ) か ら （3 ) の構成の端子挿入装置 によれば、装置の小型化 を実

現することがで きる。

上記 （4 ) の構成の端子挿入装置 によれば、並列関節機構 による端子挿入

がよ り簡便 になる。

上記 （5 ) の構成の端子挿入装置 によれば、固定盤 に対するコネクタハ ウ

ジングの配置が簡便 になる。

上記 （6 ) の構成の端子挿入装置 によれば、固定盤 に対するコネクタハ ウ

ジングの配置が簡便 にな り、 よ り多 くのコネクタが搭載可能 となる。

上記 （7 ) の構成の端子挿入装置 によれば、並列関節機構の移動 を最小限

にとどめることがで き、並列関節機構の作業効率の向上 を図ることがで きる

上記 （8 ) の構成の端子揷入装置 によれば、固定盤 に取 り付 け られたコネ

クタハ ウジングか ら延び る電線が他 の電線 に接触 して他 の電線 を傷 つけた り

、他 の電線線 に絡 まることを抑制することがで きる。

上記 （9 ) の構成の端子挿入装置 によれば、端子を把持するためのチヤッ



クを並列関節機構 に設 ける必要が無い。 これによ り、並列関節機構の軽量化

に繋がる。

上記 （1 0 ) の構成の端子挿入装置 によれば、 2 台の並列関節機構が 1 本

の電線の両端末 を把持 してそれぞれ異なる若 しくは同 じコネクタハ ウジング

に揷入することによ り、 1 回路線単位で端子揷入処理 を実施で きる。

上記 （1 1 ) の構成の端子揷入装置 によれば、端子挿入の正誤判定のため

には、並列関節機構 に圧力センサを設 けるだけで済み、部品点数の減少に伴

う並列関節機構の軽量化、 コス 卜低減 を図ることがで きる。

前述 した 目的を達成するために、本発明に係 る端子挿入方法は、下記 （1

2 ) か ら （2 2 ) を特徴 と している。

( ) 並列関節機構 によってコネクタハ ウジングに端子を挿入する端子

揷入方法であ って、

先端 に端子が接続 された電線 を把持する工程 と、

固定盤 に配置 された複数のコネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つに向

けて前記電線 を運搬する工程 と、

前記 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む

工程 と、

を有 し、

前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングの うちの第 1 の コネクタハ ウジ

ング、第 2 の コネクタハ ウジング及び第 3 の コネクタハ ウジングが、前記第

1 の コネクタハ ウジングと前記第 2 の コネクタハ ウジングの並び方向 と、前

記第 2 の コネクタハ ウジングと前記第 3 の コネクタハ ウジングの並び方向 と

が交差するように配置 されている、

こと。

( 1 3 ) 上記 （1 2 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記固定盤 には、前記複数のコネクタハ ウジングが、隣 り合 う前記 コネク

タハ ウジングを繋 いだ線分の集合が全体 と して環状 を形成するように配置 さ

れている、



こと。

( 1 4 ) 上記 （1 3 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングが、 円環 を形成するように配置

されている、

こと。

( 1 5 ) 上記 （1 4 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングのそれぞれが、前記円環の半径

方向に沿 つて前記キヤビテ ィが位置するように配置 されている、

こと。

( 1 6 ) 上記 （1 4 ) または （1 5 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記固定盤 には、前記円環 を 2 分割 した半円単位で、前記 コネクタハ ウジ

ングを配置可能である、

こと。

( 1 7 ) 上記 （1 4 ) または （1 6 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記固定盤 には、前記円環 を形成する前記 コネクタハ ウジングを、上下に

積層 して配置可能である、

こと。

( 1 8 ) 上記 （1 5 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記円環の周方向に回動 自在な前記固定盤 に配置 された前記 コネクタハ ウ

ジングの うちのいずれか 1 つが、前記並列関節機構が把持する前記電線 に接

近するように回動する工程 を更に有する、

こと。

( 1 9 ) 上記 （1 5 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記固定盤 は、水平面 に対 して任意の角度 に傾斜 自在である、

こと。

( 2 0 ) 上記 （1 2 ) か ら （1 9 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入方法

であ って、

前記並列関節機構 は、前記端子を把持せず、前記電線 を把持する、



こと。

( 2 1 ) 上記 （1 2 ) か ら （2 0 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入方法

であ って、

前記並列関節機構 は、第 1 の並列関節機構 と第 2 の並列関節機構 とを有 し

前記第 1 の並列関節機構が先端 に端子が接続 された電線の一端 を把持 し、

前記第 2 の並列関節機構が先端 に端子が接続 された電線の他端 を把持するェ

程 と、

前記第 1 の並列関節機構及び前記第 2 の並列関節機構が、前記固定盤 に配

置 された前記 コネクタハ ウジングに向けて前記電線 を運搬する工程 と、

前記第 1 の並列関節機構及び前記第 2 の並列関節機構が前記 コネクタハ ウ

ジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む工程 と、

を有すること。

( 2 2 ) 上記 （1 2 ) か ら （2 1 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入方法

であ って、

前記並列関節機構 は、前記電線 を把持 し、前記キヤビテ ィに対 して前記端

子を挿 し込んだ後、該電線 を所定の張力が作用するまで引 き戻す工程 をさ ら

に有する

こと。

上記 （1 2 ) か ら （1 4 ) の構成の端子挿入方法 によれば、並列関節機構

による端子揷入処理工程のサィクルタイムを短縮することがで きる。

上記 （1 5 ) の構成の端子挿入方法 によれば、並列関節機構 による端子揷

入がよ り簡便 になる。

上記 （1 6 ) の構成の端子揷入方法 によれば、固定盤 に対するコネクタハ

ゥジングの配置が簡便 になる。

上記 （1 7 ) の構成の端子揷入方法 によれば、固定盤 に対するコネクタハ

ゥジングの配置が簡便 にな り、 よ り多 くコネクタが搭載可能 となる。

上記 （1 8 ) の構成の端子挿入方法 によれば、並列関節機構の移動 を最小



限にとどめ ることがで き、並列関節機構 の作業効率 の向上 を図ることがで き

る。

上記 （1 9 ) の構成 の端子揷入方法 によれば、 固定盤 に取 り付 け られた コ

ネクタハ ウジングか ら延び る電線が他 の電線 に接触 して他 の電線 を傷 つけた

り、他 の電線線 に絡 まることを抑制 することがで きる。

上記 （2 0 ) の構成 の端子挿入方法 によれば、端子 を把持 するためのチ ヤ

ックを並列関節機構 に設 ける必要が無 い。 これによ り、並列関節機構 の軽量

化 に繋 がる。

上記 （2 1 ) の構成 の端子挿入方法 によれば、 2 台の並列関節機構 が 1 本

の電線の両端末 を把持 してそれぞれ異 なる若 しくは同 じコネクタハ ウジング

に揷入することによ り、 1 回路線単位で端子揷入処理 を実施 で きる。

上記 （2 2 ) の構成 の端子挿入方法 によれば、端子挿入の正誤判定のため

には、並列関節機構 に圧力セ ンサ を設 けるだけで済み、部 品点数 の減少に伴

う並列関節機構 の軽量化、 コス 卜低減 を図ることがで きる。

発明の効果

[001 2] 本発 明の端子揷入装置 によれば、装置の小型化 を実現 することがで きる。

また、本発 明の端子挿入方法 によれば、並列関節機構 による端子揷入処理工

程 のサイクル タイムを短縮 することがで きる。

[001 3] 以上、本発 明について簡潔 に説明 した。更 に、以下 に説明される発 明を実

施 するための形態 （以下、 「実施形態」 とい う。） を添付 の図面 を参照 して

通読することによ り、本発 明の詳細 は更 に明確化 されるであ ろう。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図 1] 図 1 は、本発 明の実施形態の、 2 台の並列関節機構 を備 える端子挿入装

置の斜視 図である。

[ 図2] 図 2 は、本発 明の実施形態の端子挿入装置 を示す斜視 図である。

[ 図3] 図 3 ( A ) 及び図 3 ( B ) は、本発 明の実施形態の端子挿入装置 におけ

る固定盤 を示す図であ って、 図 3 ( A ) は固定盤 の平面図であ り、 図 3 ( B

) は側面図である。



[ 図4] 図 4 は、本発明の実施形態の端子挿入装置 における並列関節機構 を示す

側面図である。

[ 図5] 図 5 は、本発明の実施形態の端子挿入装置 における電線運搬機 を示す斜

視図である。

[ 図6] 図 6 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 における端子計測 セ ン

サを示す斜視図であ り、図 6 ( B ) は、計測センサによる検 出領域 と端子の

位置関係 を示す説明図である。

[ 図7] 図 7 は、本発明の実施形態の端子挿入装置 を含む制御 システムの機能 プ

口ック図である。

[ 図8] 図 8 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子挿入処理の

—工程 を示す斜視図であ り、図 8 ( B ) は、 図 8 ( A ) の要部拡大図である

[ 図9] 図 9 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子挿入処理の

—工程 を示す斜視図であ り、図 9 ( B ) は、 図 9 ( A ) の要部拡大図である

[ 図 10] 図 1 0 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子揷入処

理の一工程 を示す斜視図であ り、図 1 0 ( B ) は、 図 1 0 ( A ) の要部拡大

図である。

[ 図 11] 図 1 1 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子揷入処

理の一工程 を示す斜視図であ り、図 1 1 ( B ) は、 図 1 1 ( A ) の要部拡大

図である。

[ 図 12] 図 1 2 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子揷入処

理の一工程 を示す斜視図であ り、図 1 2 ( B ) は、 図 1 2 ( A ) の要部拡大

図である。

[ 図 13] 図 1 3 ( A ) は、 X 計測センサ及び Z 計測センサの検 出領域 に端子の

先端が位置 している状態 を示す説明図であ り、図 1 3 ( B ) は、端子の 口一

ル方向の回転が 0 に戻され、且つ電線が Y 軸 に平行 に配置 された状態 を示す

説明図である。



[ 図 14] 図 1 4 ( A ) 及び 図 1 4 ( B ) は、端 子の ロール方 向の回転 角の計算

手法 を説 明す る説 明図であ り、 図 1 4 ( A ) は回転 角が 0 の場合、 図 1 4 (

B ) は回転 角が の場合 であ り、 図 1 4 ( C ) は、 電線把持本体 2 5 b の ピ

ッチ方 向の回転 角及び ョ一方 向の回転 角の計算手法 を説 明す る説 明図であ る

[ 図 15] 図 1 5 ( A ) 及び 図 1 5 ( B ) は、 本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置

における固定盤 の応用例 を示 す図であ って、 図 1 5 ( A ) は固定盤 の斜視 図

であ り、 図 1 5 ( B ) は図 1 5 ( A ) の要部拡 大図であ る。

[ 図 16] 図 1 6 は、本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置 における、並列関節機構

2 0 の応用例 を示 す斜視 図であ る。

[ 図 17] 図 1 7 は、本発 明の実施形態 の端 子揷 入装置 における固定盤 の応用例

を示 す側面 図であ る。

発明を実施するための形態

[001 5] 本発 明 に関す る具体 的な実施形態 について、各 図 を参照 しなが ら以下 に説

明す る。

[001 6] [ 端 子挿 入装置 の概 要 ]

図 1 は、本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置 を示 す斜視 図であ る。本発 明の

実施形態 の端 子挿 入装置 は、 固定盤 1 0 と、並列関節機構 2 0 と、 を含 んで

構成 され る。本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置 は、 さ らに、 電線運搬機 3 0

と、端 子計測 セ ンサ 4 0 と、 を備 えている。以下、 固定盤 1 0 、 並列関節機

構 2 0 、 電線運搬機 3 0 及び端 子計測 セ ンサ 4 0 について詳細 に説 明す る。

[001 7] 図 1 に示 され るよ うに、 2 台 の並列関節機構 2 0 A 、 2 0 B がそれぞれ、

固定盤 1 0 に配置 された異 な るコネクタハ ウジ ング 8 0 に対 して端 子 を揷 入

す る。 また、 この構成 の場合、 電線運搬機 3 0 は、 2 つの移動体 3 2 A 、 3

2 B を備 えてお り、移動体 3 2 A が電線 9 0 の一端 を、移動体 3 2 B が電線

9 0 の他端 をそれぞれ把持 す る。 そ して、 2 つの移動体 3 2 A 、 3 2 B が一

端及び他端 が把持 された状態 の電線 9 0 を所定位置へ運搬 す る。 この よ うに

、 電線運搬機 3 0 は、 一回路線単位 で電線 を運搬 す る。 また、端 子計測 セ ン



サ 4 0 は、計測 セ ンサが 2 つセ ンサ台 4 1 に取 り付 け られている。一つの計

測 セ ンサ 4 7 A は、並列関節機構 2 0 A が把持 した電線の先端 に位置する端

子 を計測対象 と し、別 の計測 セ ンサ 4 7 B は、並列関節機構 2 0 B が把持 し

た電線の先端 に位置する端子 を計測対象 とする。 この構成 によ り、 2 台の並

列関節機構 2 0 A 、 2 0 B は、一方が電線 9 0 の一端 を把持 し、他方が電線

9 0 の他端 を把持 し、 それぞれの端部 が接続 されるべ き異 なるコネクタハ ウ

ジングに対 して端子揷入処理 を実行する。

[001 8] 以降 に説明する、本発 明の実施形態の端子揷入装置 においては、 よ り深 い

理解 に導 くため、 1 台の並列関節機構 2 0 によって端子 をコネクタハ ウジン

グに揷入する形態 について説明するが、 2 台の並列関節機構 2 O A 、 2 0 B

によって端子 を挿入する形態であ って も、 2 台の並列関節機構 2 O A 、 2 0

B が独立 して駆動 するため、端子揷入処理 は同様 である。

[001 9] [ 端 子挿入装置の構成 ]

[ 固定盤 1 0 の詳細 ]

図 3 ( A ) 及び図 3 ( B ) は、本発 明の実施形態の端子揷入装置 における

固定盤 を示す図であ って、 図 3 ( A ) は固定盤 の平面図を、 図 3 ( B ) は側

面図を、 それぞれ示す。 固定盤 1 0 は、 図 2 及び図 3 ( A ) 、 図 3 ( B ) に

示 されるように、 コネクタハ ウジング 8 0 を位置決めするための部材であ り

、ハ ウジング支持台 （図示せず）の平坦面 に取 り付 け られる。 固定盤 1 0 は

、 コネクタハ ウジング 8 0 を保持 するハ ウジング受 け 1 1 と、ハ ウジング受

け 1 1 が固定 される円環状 の レール部材 1 2 と、 レール部材 1 2 と軸心 が一

致 するように該 レ一ル部材 1 2 が上面 1 3 a に固定 される円盤部材 1 3 と、

円盤部材 1 3 の軸心 と一致 するように回転軸 1 4 a が設定 された、 円盤部材

1 3 の下面 1 3 b に取 り付 け られたモータ部材 1 4 と、 を備 える。

[0020] ハ ウジング受 け 1 1 は、 コネクタハ ウジング 8 0 の外側面の形状 に略一致

する内面が形成 された凹部 を有 する。ハ ウジング受 け 1 1 の凹部 に収容 され

ることによ り、 コネクタハ ウジング 8 0 はハ ウジング受 け 1 1 に対 して位置

決め される。ハ ウジング受 け 1 1 は、ハ ウジング受 け 1 1 を支持 する支持台



1 1 a を介 して レール部材 1 2 に固定される。 レール部材 1 2 に固定された

支持台 1 1 a は、その一部が レ一ル部材 1 2 の半径方向に沿 って レ一ル部材

1 2 の外部 に延在 されている。ハ ウジング受け 1 1 は、支持台 1 1 a におけ

る レ一ル部材 1 2 の外部 に延在 されている一部 に固定されている。 また、 レ

—ル部材 1 2 には複数のハ ウジング受け 1 1 が固定されるが、 これ らの複数

のハ ウジング受け 1 1 は、 円環状の レール部材 1 2 に所定の間隔で配置 され

る。 このため、複数のハ ウジング受け 1 1 に固定されたコネクタハ ウジング

8 0 は、隣 り合 うコネクタハ ウジング 8 0 の位置 を順 に繋 いでい くと、その

繋 いだ線分の集合が全体 と して円環状 を形成するように配置 される。 また、

コネクタハ ウジング 8 0 は、図 3 ( A ) 及び図 3 ( B ) に示 されるように、

キヤビテ ィ8 1 の開口が露出する該 コネクタハ ウジング 8 0 の前面が レール

部材 1 2 の外側 に位置するようにハ ウジング受け 1 1 に保持 される。 この と

き、ハ ウジング受け 1 1 に保持 されたコネクタハ ウジングにおけるキヤビテ

ィ8 1 は、その延び る方向が レ一ル部材 1 2 の半径方向に沿 って配置 される

[0021 ] レール部材 1 2 は、 円形平板の内部が穿たれた平板状の円環部材であ り、

その内部 に円盤部材 1 3 の一部が嵌入することによ リ該円盤部材 1 3 に固定

される。 レール部材 1 2 は、半円形状の平板が 2 つ同一平面上 に並設 された

ものである。好 ま しくは、ハ ウジング受け 1 1 にコネクタハ ウジング 8 0 が

保持 された状態の レール部材 1 2 が円盤部材 1 3 に固定され、各 コネクタハ

ウジング 8 0 に対する端子の揷入が実施 される。

[0022] 円盤部材 1 3 は、径の異なる 3 つの円盤体 1 3 c 、 1 3 d 、 1 3 e が軸心

を一致するように積層 され、それ らの円盤体 1 3 c 、 1 3 d 、 1 3 e が一体

と して形成 された部材である。 円盤体 1 3 c は、径が レール部材 1 2 の内径

に略一致する。 円盤体 1 3 c がその レール部材 1 2 に嵌入することによ り、

レ一ル部材 1 2 が円盤体 1 3 c に対 して固定される。 また、 円盤体 1 3 d は

、径が レール部材 1 2 の外径 に略一致する。 円盤体 1 3 c に対 して固定され

た レール部材 1 2 の下面 を、 円盤体 1 3 d の上面 1 3 a が支持することによ



り、 レール部材 1 2 は円盤部材 1 3 に対 して安定的に保持される。また、円

盤体 1 3 e は、下面 1 3 b にモータ部材 1 4 が取 り付けられている。円盤体

1 3 e の軸心は、モータ部材 1 4 の回転軸 1 4 a の軸心と一致 しており、モ

—タ部材 1 4 の回転に伴って円盤部材 1 3 が回動する。この結果、円盤部材

1 3 の円盤体 1 3 c に固定されたレール部材 1 2 も、モータ部材 1 4 の回転

に伴って回転軸 1 4 a を中心として回動する。このため、各ハウジング受け

1 1 に固定された複数のコネクタハウジング8 0 もまた、これらのハウジン

グが形成する円環の周方向に回転することになる。

[0023] モータ部材 1 4 は、回転軸がハウジング支持台 （図示せず）の平坦面に対

して垂直となるように、該平坦面に支持される。モータ部材 1 4 がハウジン

グ支持台の平坦面に支持されることにより、固定盤 1 0 がハウジング支持台

に取 り付けられる。モータ部材 1 4 は、モータの回転力が各種のギヤを介 し

て円盤部材 1 3 に伝達され、円盤部材 1 3 が回転する。モータ部材 1 4 は、

制御装置 （図 2 、図 3 ( A ) 及び図 3 ( B ) には図示せず）からの制御信号

を受け付けて、モータの回転を制御する。制御装置によるモータ部材 1 4 の

駆動制御については後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細] にて説明す

る。

[0024] 本発明の実施形態の端子挿入装置では、複数のコネクタハウジング8 0 が

固定盤 1 0 に円環状に配置される。このため、本発明の実施形態の端子揷入

装置は、従来の端子挿入装置のように、複数のコネクタハウジングを一列に

配置するための幅方向に大きく開かれた空間を確保する必要は無 く、固定盤

1 0 を収納できる程度の幅の空間を確保すればよくなる。このため、上述 し

た固定盤 1 0 の構造は、端子挿入装置の小型化に寄与する。

[0025] [ 並列関節機構 2 0 の詳細]

図4 は、本発明の実施形態の端子挿入装置における並列関節機構を示す側

面図である。並列関節機構 2 0 は、コネクタハウジング8 0 に端子を挿入す

るための機材であり、並列関節機構支持台 （図示せず）に取 り付けられる。

並列関節機構 2 0 は、図4 に示されるように、並列関節機構支持台に取 り付



け られる基台 2 1 と、基台 2 1 上 に設置 された 3 つの第 1 モータ 2 2 a 、 2

2 b 、 2 2 。と、第 1 モータ 2 2 a 、 2 2 b 2 2 c の回転軸 に各 々の一端

が接続 されて駆動する 3 つのァ一厶 2 3 a 、 2 3 b 、 2 3 c と、 ァ一厶 2 3

a 、 2 3 b 、 2 3 c の他端 に各 々の一端がユニバー サ ル ジ ョイン ト、伝達ギ

ャを介 して接続 される 3 つの リンク 2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c と、 3 つの リン

ク 2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c の他端 にユニバーサルジ ョイン トを介 して接続 さ

れるハ ン ド部材 2 5 と、 を備 えている。並列関節機構 2 0 は、 3 つの第 1 モ

—タ 2 2 a 、 2 2 b 、 2 2 c の回転量 を制御 してァ一厶 2 3 a 、 2 3 b 、 2

3 c の傾斜角度、及び リンク 2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c のァ一厶 2 3 a 、 2 3

b 、 2 3 c に対する角度 を変化 させ ることによ り、ハ ン ド部材 2 5 を X Y Z

に沿 う 3 方向に並進 させ ることがで きる。並列関節機構 2 0 は、制御装置 （

図 4 には図示せず）か らの制御信号 を受け付 けて、第 1 モータ 2 2 a 、 2 2

b 、 2 2 c の回転 を制御する。制御装置 による並列関節機構 2 0 の X Y Z 3

方向への並進駆動制御 については後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細

] にて説明する。

さ らに、ハ ン ド部材 2 5 は、 3 つの リンク 2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c の他端

にユ ニバ ー サ ル ジ ョイン 卜を介 して接続 されるハ ン ド基台 2 5 a と、ハ ン ド

基台 2 5 a に対 して ロール方向に旋回 自在 に取 り付 け られた電線把持本体 2

5 b と、先端 に接続 された端子を含む電線の一部 を把持する、電線把持本体

5 b の先端 に設 け られた電線チャック 2 5 c と、ハ ン ド基台 2 5 a に取 り

付 け られ、電線把持本体 2 5 b をハ ン ド基台 2 5 a に対 して ピッチ方向 （図

4 におけるX 軸 を周回する方向）、 ョ一方向 （図 4 における Z 軸 を周回する

方向）に旋回する第 2 モータ 2 5 f と、ハ ン ド基台 2 5 a に取 り付 け られ、

電線把持本体 2 5 b をハ ン ド基台 2 5 a に対 して ロール 方向 （図 4 における

Y 軸 を周回する方向）に旋回する第 3 モータ 2 5 d と、電線チャック 2 5 c

に作用する外力を検 出する圧力センサ 2 5 g を有する。 尚、本実施形態では

、ハ ン ド基台 2 5 a に第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を設 ける構成

と したが、第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を基台 2 1 上 に設 ける構



成としてもよい。この場合、第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を伸縮

シャフ 卜及びユニバーサルジョイン 卜を介 してハン ド基台 2 5 a に取 り付け

る構造とすることにより、ハン ド部材 2 5 をピッチ方向、ョ一方向、ロール

方向に旋回自在とする。また、 1 つの第 2 モータ 2 5 f にて電線把持本体 2

5 b をピッチ方向及びョ一方向に旋回する構成としたが、第 2 モータ 2 5 f

に相当するモータをハン ド基台 2 5 a に 2 つ取 り付け、一方のモータがその

回転によって電線把持本体 2 5 b をピッチ方向に、他方のモータがその回転

によって電線把持本体 2 5 b をョ一方向に、それぞれ旋回自在とする構成で

あってもよい。

[0027] 電線把持本体 2 5 b は、電線チヤック2 5 c にエア一を送り込むシリンダ

を有 しており、電線チャック2 5 c は、電線把持本体 2 5 b からエア一を送

り込まれるとチャックが閉 じられ、エア一が送り込まれなくなるとチャック

が開く。並列関節機構 2 0 は、制御装置 （図4 には図示せず）からの制御信

号を受け付けて、電線把持本体 2 5 b が電線チャック2 5 c にエア一を送り

込むタイミングを制御する。制御装置による電線チヤック2 5 c の開閉駆動

制御については後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細] にて説明する。

[0028] また、電線把持本体 2 5 b は、第 2 モータ 2 5 f の回転量を制御 して駆動

させることにより、電線把持本体 2 5 b の姿勢がピッチ方向、ョ一方向に旋

回する。また、電線把持本体 2 5 b は、第 3 モータ 2 5 d の回転軸に連結さ

れる駆動軸 2 5 e を有 しており、第 3 モータ 2 5 d の回転量を制御 して駆動

軸 2 5 e をハン ド基台 2 5 a に対 して回転させることにより、電線把持本体

2 5 b の姿勢をロール方向に旋回させることができる。この結果、電線チヤ

ック2 5 c に把持された電線もまた、姿勢がピッチ方向、ョ一方向及び口一

ル方向に旋回する。並列関節機構 2 0 は、制御装置 （図4 には図示せず）か

らの制御信号を受け付けて、第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d の回転

を制御する。制御装置による電線把持本体 2 5 b のピッチ方向、ョ一方向及

び口一ル方向への旋回駆動制御については後述する [制御装置 7 0 による制

御の詳細] にて説明する。



[0029] また、電線チャック 2 5 c は、前側チャック 2 5 c 1 及び後側チヤック 2

5 c 2 を備えている。本発明の実施形態では、各チャック 2 5 c 1 、 5 c

がそれぞれ、電線の外皮の部分をチャックの間に挟んだ状態で閉 じられる

ことにより、電線チャック 2 5 c が電線を把持する。 このように電線チヤッ

ク 2 5 c が端子 9 1 を把持 しな くてもよ くなると、端子 9 1 を把持するため

の端子チャックを電線把持本体 2 5 b に設けな くて済む。 これにより、電線

把持本体 2 5 b の軽量化、ひいてはハ ン ド部材 2 5 の軽量化に繋がる。 この

結果、並列関節機構 2 0 の動作ス ピ一 ドの向上やサイクルタイムの短縮が実

現でき、並列関節機構 2 0 の作業効率の向上を図ることができる。

[0030] [ 電線運搬機 3 0 の詳細 ]

図 5 は、本発明の実施形態の端子挿入装置における電線運搬機 を示す斜視

図である。電線運搬機 3 0 は、先端 に端子 9 1 が取 り付 けられた電線 9 0 を

、所定位置に運搬する機材である。電線運搬機 3 0 は、図 5 に示されるよう

に、 X 軸方向に延びる運搬 レール 3 1 と、運搬 レール 3 1 をスライ ド自在な

移動体 3 2 と、先端 に接続された端子 9 1 を含む電線 9 0 の一部 を把持する

、移動体 3 2 に設けられた搬送チャック 3 3 と、運搬 レール 3 1 を支持する

フレーム 3 4 と、搬送チャック 3 3 にエア一を送 り込むエアチャック本体 3

5 と、 を備えている。本発明の実施形態では、移動体 3 2 が運搬 レール 3 1

上を移動する向きが X 軸の向きに相当する。

[0031 ] 移動体 3 2 は、モータを備えてお り、当該モータの回転力が運搬 レール 3

の長手方向の推進力に変換 されて運搬 レール 3 1 上をスライ ドすることが

できる。移動体 3 2 は、制御装置 （図 5 には図示せず）か らの制御信号を受

け付 けて、モータの回転 を制御する。制御装置による移動体 3 2 の運搬 レ一

ル 3 1 上のスライ ド駆動制御 については後述する [制御装置 7 0 による制御

の詳細 ] にて説明する。

[0032] また、移動体 3 2 は、搬送チャック 3 3 にエア一を送 り込むエアチャック

本体 3 5 を有 してお り、搬送チャック 3 3 は、移動体 3 2 か らエア一を送 り

込 まれるとチャックが閉 じられ、エア一が送 り込 まれな くなるとチャックが



開く。移動体 3 2 は、制御装置 （図 5 には図示せず）からの制御信号を受け

付けて、搬送チャック3 3 にエア一を送り込むタイミングを制御する。制御

装置による搬送チャック3 3 の開閉駆動制御については後述する [制御装置

7 0 による制御の詳細] にて説明する。

[0033] 移動体 3 2 によって運搬されてきた電線 9 0 を並列関節機構 2 0 が把持す

る位置は、予め位置決めされている。すなわち、移動体 3 2 は、運搬 レール

3 1上を移動 して予め定められた所定位置で停止 し、他方、並列関節機構 2

0 は、移動体 3 2 によって運搬された電線が予め定められた位置にあるもの

としてその位置に向かう。この結果、並列関節機構 2 0 は、移動体 3 2 によ

つて運搬されてきた電線 9 0 を把持することができ、他方、移動体 3 2 は、

電線 9 0 が並列関節機構 2 0 によって把持された後自身の電線 9 0 の把持を

解 く。この一連の処理により、並列関節機構 2 0 に電線 9 0 が供給される。

[0034] [端子計測センサ4 0 の詳細]

図 6 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置における端子計測センサ

を示す斜視図である。端子計測センサ4 0 は、並列関節機構 2 0 が把持 した

電線 9 0 の先端に位置する端子 9 1 のロール方向の回転角及び端子 9 1 の先

端が位置するX Z 座標を計測する機材である。本発明の実施形態では、並列

関節機構 2 0 の電線チャック2 5 c が電線 9 0 の外皮の部分を2 箇所挟み、

並列関節機構 2 0 がその電線 9 0 を運搬 して、端子 9 1 をコネクタハウジン

グ8 0 のキヤビティ8 1 に揷入する。このとき、端子 9 1 がロール方向に回

転 していることも考慮 しなければならない。さらには、端子 9 1 の重みによ

る電線 9 0 の垂れ下がりまたは電線の巻き癖による跳ね返 り、より具体的に

は電線 9 0 における、電線チヤック2 5 c の前側チヤック2 5 c 1 に把持さ

れた箇所から電線 9 0 の先端にかけての垂れ下がりまたは跳ね返 り、を考慮

しなければならない。端子計測センサ4 0 は、端子 9 1 のロール方向への回

転角、及びこの電線 9 0 の垂れ下がりまたは跳ね返 りによる端子 9 1 のY 軸

方向に対する傾きを検出するものである。

[0035] 端子計測センサ4 0 は、センサ台 4 1、センサ台 4 1 に取 り付けられる端



子 9 1先端のX 軸方向の位置座標を検出するX 計測センサ4 2 、センサ台 4

に取 り付けられる端子 9 1先端のZ 軸方向の位置座標を検出するZ 計測セ

ンサ4 3 、 Y 軸方向に延びるセンサ台 レール 4 4 、センサ台 4 1 のセンサ台

レール 4 4 に沿ったスライ ドを可能にするスライダ4 5 、及びセンサ台 レ一

ル 4 4 の端部 （図 6 ( A ) では左方）に設けられた、センサ台 4 1 をスライ

ダ4 5 を介 して前進、後退駆動させるための駆動源 4 6 と、を備える。セン

サ台 4 1 がセンサ台 レール 4 4 上を移動する向きがY 軸の向きに相当する。

[0036] X 計測センサ4 2 は、帯状 レーザを発光する発光面とその帯状 レーザを受

光する受光面がZ 軸方向に離間 して配置されている。また、 Z 計測センサ4

3 は、帯状 レーザを発光する発光面とその帯状 レーザを受光する受光面がX

軸方向に離間 して配置されている。図 6 ( B ) に示される、計測センサによ

る検出領域と端子の位置関係のように、X 計測センサ4 2 の発光面と受光面

、及び Z 計測センサ4 3 の発光面と受光面で囲まれる検出領域に遮蔽物が位

置 した場合、X 計測センサ4 2 の受光面にて検出される光の強度の分布、及

び Z 計測センサ4 3 の受光面にて検出される光の強度の分布から、その遮蔽

物のX 方向、 Z 方向の幅、及びX Z 座標を特定することができる。この原理

を利用 し、並列関節機構 2 0 が把持 した電線 9 0 の端子 9 1 の先端を、X 計

測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 の検出領域に配置することができれば、

X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 によって検出される端子 9 1 のX 方

向、 Z 方向の幅及びX Z 座標から端子 9 1 の先端のロール方向の回転角 、

及びX Ζ 座標を検出することができる。

[0037] 上述のようにX 計測センサ4 2 及び Ζ 計測センサ4 3 の検出領域に端子 9

1 の先端を配置するため、センサ台 4 1 は、センサ台 レール 4 4 をΥ 軸方向

に次のように移動する。すなわち、駆動源 4 6 は、制御装置 （図 6 には図示

せず）からの制御信号を受け付けて駆動 し、または駆動を停止 し、センサ台

4 1 は、その駆動源 4 6 から動力を受けてΥ 軸方向の任意の位置に移動する

。このセンサ台 4 1 の動きにより、X 計測センサ4 2 及び Ζ 計測センサ4 3

の検出領域に端子 9 1 の先端を収めることができる。



[0038] 尚、並列関節機構 2 0 が電線 9 0 を把持する箇所が端子 9 1 から離れるほ

ど、端子 9 1 の重みによる電線 9 0 の垂れ下がり量または跳ね返 り量は大き

くなる。 この結果、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 の検出領域に端

子 9 1 が収まらない、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 の検出領域に

端子 9 1 が到達 しない、等が考えられる。このため、並列関節機構 2 0 が電

線 9 0 を把持する箇所を定めるにあたっては、電線 9 0 の垂れ下がりまたは

跳ね返 りによる端子 9 1 の先端のX 軸及び Z 軸の最大変位量が上記の検出領

域に収まり、且つ、 Y 軸方向の最大変位量がX 計測センサ4 2 及び Z 計測セ

ンサ4 3 の帯状 レーザの厚み （Y 軸方向の厚み）の範囲内に収まることが好

ましい。

[0039] ここまで説明 したセンサ台 4 1 の移動は、制御装置 （図 6 には図示せず）

が駆動源 4 6 のエンコーダからの信号を受け付け駆動源 4 6 に制御信号を出

力 してセンサ台 4 1 の移動を制御することにより実現される。そ して、X 計

測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 は、検出領域に配置された端子 9 1 の先

端のX 方向、 Z 方向の幅、及びX Z 座標を検出すると、その信号を制御装置

に出力する。端子 9 1 の先端のロール方向の回転角 、及びX Z 座標の算出

手法については、後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細] にて説明する

[0040] [制御システムの構成]

項目 [端子挿入装置の構成] にて説明 したように、本発明の実施形態の端

子挿入装置は、固定盤 1 0 と、並列関節機構 2 0 と、を備え、さらに、電線

運搬機 3 0 と、端子計測センサ4 0 と、を備えている。これらの機材を統括

的に制御するため、本発明の実施形態の端子挿入装置を含む制御システムに

は制御装置 7 0 が備わっている。図 7 は、本発明の実施形態の端子挿入装置

を含む制御システムの機能プロック図である。制御装置 7 0 は、固定盤 1 0

のモ一タ部材 1 4 、並列関節機構 2 0 、電線運搬機 3 0 の移動体 3 2 、並び

に、端子計測センサ4 0 のX 計測センサ4 2 、 Z 計測センサ4 3 、及び駆動

源 4 6 のエンコーダに接続される。制御装置 7 0 は、各種の駆動源に対 して



は制御信号を出力 し、各種のセンサか らは該センサが検 出 した信号が入力さ

れる。制御装置 7 0 は、汎用 P C や、端子挿入装置を含むシステム全体を制

御する専用の演算装置などの、各種の装置によつて構成することができる。

以下、制御装置 7 0 によって制御 される、 コネクタハ ウジング 8 0 に端子 9

1 を揷入するための一連の処理 について詳細 に説明する。

[0041 ] [ 制御装置 7 0 による制御の詳細 ]

[ 位置決め設定処理 ]

制御装置 7 0 には、 コネクタハ ウジング 8 0 に端子 9 1 を揷入するための

—連の処理 に先だって、固定盤 1 0 の初期位置、及び固定盤 1 0 に配置され

たコネクタハ ウジング 8 0 の初期位置を設定 し、初期状態におけるコネクタ

ハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ8 1 の位置を該制御装置 7 0 に認識 させてお く

必要がある。

[0042] ところで、固定盤 1 0 の円盤部材 1 3 及びモータ部材 1 4 はハ ウジング支

持台の所定位置に取 り付 けられている。 このため、形状が特定される円盤部

材 1 3 に取 り付 けられる レール部材 1 2 の中心の位置は、円盤部材 1 3 の軸

心上の一点に定めることができる。 また、 レール部材 1 2 の半径及び レール

部材 1 2 に対する各ハ ウジング受け 1 1 の取 り付 け位置は既知である。以上

か ら、円盤部材 1 3 に レール部材 1 2 を取 り付 けたときの、円盤部材 1 3 の

周方向の所定位置 とレール部材 1 2 の周方向の所定位置 と間の相対的なずれ

量が分かれば、そのずれ量に基づいて、各ハ ウジング受け 1 1 に収容される

コネクタハ ウジング 8 0 の位置及びキヤビテ ィ8 1 の開口の位置を制御装置

7 0 に設定することができる。

[0043] 円盤部材 1 3 の周方向の所定位置か らレール部材 1 2 の周方向の所定位置

までの相対的なずれ量については、次のように して制御装置 7 0 に設定する

ことができる。すなわち、円盤部材 1 3 の周方向の所定位置及び レール部材

1 2 の周方向の所定位置にそれぞれ目印となるものを設けておき、それ らの

目印が一致するように円盤部材 1 3 に レール部材 1 2 が取 り付 けられる。 こ

う しておけば、ずれ量 「0 」 と して制御装置 7 0 に設定 しておけばよい。或



いは、円盤部材 1 3 の周方向またはレール部材 1 2 の周方向に角度を示す目

盛を付記 しておき、円盤部材 1 3 の周方向の所定位置からレ一ル部材 1 2 の

周方向の所定位置までの角度をずれ量として制御装置 7 0 に設定 しておくこ

とも可能である。

[0044] 或いは、円盤部材 1 3 の初期位置を、並列関節機構 2 0 を用いて設定 して

も良い。例えば、円盤部材 1 3 のハウジング受け 1 1 のいずれか一つに丸穴

を設け、他方、電線チヤック2 5 c に電線 9 0 の代わりに位置決め用の丸棒

を持たせる。そ して、丸棒が丸穴に差 し込むことができるハウジング受け 1

1 の位置を、円盤部材 1 3 の回転角 0 の位置とする。このように各種の手法

により、固定盤 1 0 の初期位置を設定する。

[0045] また、制御装置 7 0 には、コネクタハウジング8 0 に端子 9 1 を揷入する

ための一連の処理に先だって、並列関節機構 2 0 のハン ド基台 2 5 a のX 座

標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置、電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の角度

及びョー方向の初期角度、並びに、電線把持本体 2 5 b のロール方向の初期

角度、を設定 し、初期状態におけるこれらの数値を該制御装置 7 0 に認識さ

せておく必要がある。ハン ド基台 2 5 a のX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期

位置は、電線運搬機 3 0 の搬送チャック3 3 の所定位置によって定められる

。すなわち、ハン ド基台 2 5 a の初期位置は、電線 9 0 を把持 した移動体 3

2 が並列関節機構 2 0 へ電線を渡すべき所定位置にいる状況の搬送チャック

3 3 に対 して、電線チャック2 5 c が所定の距離上方 （Z 軸の正方向）に位

置するように定められる。より厳密には、ハン ド基台 2 5 a の初期位置は、

Z 軸方向に電線チヤック2 5 c 及び搬送チヤック3 3 を視たときに、電線チ

ャック2 5 c の前側チヤック2 5 c 1 及び後側チヤック2 5 c 2 によって搬

送チャック3 3 が挟まれる位置に定められる。このため、搬送チャック3 3

に把持された電線 9 0 を電線チヤック2 5 c が把持する際、搬送チヤック3

3 の前後両側を前側チヤック2 5 c 1 及び後側チヤック2 5 c 2 が把持する

ことになる。

[0046] 移動体 3 2 が並列関節機構 2 0 へ電線を渡すべき所定位置は、運搬 レール



3 1 の所定位置にス トッパーを設けておく、若 しくは移動体 3 2 のモータの

エンコーダ情報によって位置決めするなどして、電線運搬機 3 0 に構造上設

定されている。この所定位置を予め作業者が計測 し制御装置 7 0 に設定 して

おく、若 しくは電線運搬機 3 0 側で移動体 3 2 のモータのェンコ一ダ情報を

記憶 しておけば、制御装置 7 0 は、その所定位置に基づいて並列関節機構 2

0 のハン ド基台 2 5 a のX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置を設定するこ

とができる。

[0047] 端子計測センサ4 0 のセンサ台 レール 4 4 は、電線 9 0 を把持 した移動体

3 2 が並列関節機構 2 0 へ電線を渡すべき所定位置にいる状況の搬送チヤッ

ク3 3 に対 して、位置合わせされている。すなわち、センサ台 レール 4 4 は

、搬送チャック3 3 によって把持される、垂れ下がりまたは跳ね返 りが無 く

Y 軸方向に理想的に延びる電線 9 0 が、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ

4 3 によって計測されるX Z 座標の原点〇 （図 6 ( B ) 参照。）を通過する

位置に、位置合わせされている。また、端子計測センサ4 0 のセンサ台 4 1

の初期位置は、駆動源 4 6 のエンコーダ情報によって定められている。この

初期位置は、把持された電線 9 0 の端子 9 1先端がX 計測センサ4 2 及び Z

計測センサ4 3 の検出領域から離間 し、その 2 部材の間である程度の距離が

確保され得る位置である。

[0048] 以上まとめると、制御装置 7 0 には、次の項目が初期値として設定されて

いる。

- 固定盤 1 0 の初期位置

レ一ル部材 1 2 の固定盤 1 0 に対する初期位置

固定盤 1 0 に配置されたコネクタハウジング8 0 のキヤビティ8 1 の初期

ィ置

ハン ド基台 2 5 a のX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置

電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の角度及びョー方向の角度の初期角度

電線把持本体 2 5 b のロール方向の角度の初期角度

移動体 3 2 の運搬 レール 3 1 に対する初期位置



端子計測センサ 4 0 のセンサ台 4 1 の初期位置

[0049] [ 端子挿入処理 ]

続いて、 コネクタハ ウジング 8 0 に端子 9 1 を揷入するための一連の処理

について詳細 に説明する。図 8 ( A ) 、図 9 ( A ) 、図 1 0 ( A ) 、図 1 1

( A ) 及び図 1 2 ( A ) はそれぞれ、本発明の実施形態の端子揷入装置によ

る端子揷入処理の一工程 を示す斜視図である。 また、図 8 ( B ) 、図 9 ( B

) 、図 1 0 ( B ) 、図 1 1 ( B ) 及び図 1 2 ( B ) はそれぞれ、対応する図

8 ( A ) 、図 9 ( A ) 、図 1 0 ( A ) 、図 1 1 ( A ) 及び図 1 2 ( A ) の要

部拡大図である。尚、以下に説明する各機材の駆動は、制御装置 7 0 か らの

制御信号に したがったものである。

[0050] まず、図 8 ( A ) 及び図 8 ( B ) に示 されるように、並列関節機構 2 0 は

、 コネクタハ ウジング 8 0 に端子 9 1 を揷入するための前回の一連の処理が

終わると、ハ ン ド基台 2 5 a をX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置に移動

すると共に、電線把持本体 2 5 b の ピッチ方向の角度及び ョ一方向の角度 を

初期角度 に戻すように旋回する。 さらに、電線把持本体 2 5 b の ロール方向

の角度 を初期角度 に戻すように旋回する。

[0051 ] また、固定盤 1 0 は、 コネクタハ ウジング 8 0 に端子 9 1 を揷入するため

の前回の一連の処理が終わると、制御装置 7 0 か らの制御信号が入力されて

レ一ル部材 1 2 が回転 し、今回の一連の処理で端子 9 1 が揷入される対象 と

なるコネクタハ ウジング 8 0 が、並列関節機構 2 0 の電線把持本体 2 5 b に

向かって周回移動する。 このような固定盤 1 0 の周回駆動制御は、固定盤 1

0 に配置されたコネクタハ ウジング 8 0 の初期位置が [位置決め設定処理 ]

にて制御装置 7 0 に設定されているか らこそ、実現することができる。 さら

に、 この周回移動の際、今回の一連の処理で端子 9 1 が揷入される対象 とな

るキヤビテ ィ8 1 が Y 軸 に平行になる位置に、 コネクタハ ウジング 8 0 を周

回移動することが好ま しい。 このような固定盤 1 0 の周回駆動制御 も、 コネ

クタハ ウジング 8 0 におけるキヤビテ ィ8 1 の開口の位置が事前 に登録 され

ているために実現することができる。



[0052] また、電線運搬機 3 0 は、図 8 ( A ) 及び図 8 ( B ) に示されるように、

搬送チヤック3 3 に電線を把持 した状態の移動体 3 が所定位置に移動 して

くる。

[0053] そ して、並列関節機構 2 0 は、移動体 3 2 の所定位置への移動が完了する

と、図 9 ( A ) 及び図 9 ( B ) に示されるように、ハン ド基台 2 5 a が所定

距離、下方向 （Z 軸負方向）に移動する。そ して、電線チャック2 5 c が、

搬送チャック3 3 に把持された電線 9 0 を把持する。

[0054] 端子計測センサ4 0 は、並列関節機構 2 0 の電線チャック2 5 c によって

電線 9 0 が把持されると、センサ台 4 1 が初期位置から並列関節機構 2 0 の

電線把持本体 2 5 b に向かって前進移動を開始する。そ して、センサ台 4 1

は、駆動源 4 6 のエンコーダ情報によって定められた位置に来ると、その移

動を停止する。

[0055] 電線運搬機 3 0 は、センサ台 4 1 の移動が完了すると、図 9 ( A ) 及び図

9 ( B ) に示されるように、移動体 3 2 が搬送チャック3 3 を開いて電線 9

0 を解放する。この後、移動体 3 2 は、図 1 0 ( A ) 及び図 1 0 ( B ) に示

されるように、次の電線 9 0 を把持すべ く、所定位置から離れていく。

[0056] センサ台 4 1 の移動が完了したとき、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ

4 3 の検出領域には、図 9 ( A ) 及び図 9 ( B ) に示されるように、端子 9

1 の先端が位置 している。このとき、制御装置 7 0 には、X 計測センサ4 2

及び Z 計測センサ4 3 それぞれによつて検出される光の強度の分布が入力さ

れる。制御装置 7 0 は、これらの光の強度の分布に基づいて、端子 9 1 の口

—ル方向の回転角、及び端子 9 1 の先端のX Z 座標を算出する。

[0057] 図 1 3 ( A ) は、 X 計測センサ及び Z 計測センサの検出領域に端子の先端

が位置 している状態を示す説明図である。図 1 3 ( A ) に示されるように、

端子 9 1 がロール方向に回転 している場合がある。さらに、電線チャック2

5 c に把持された電線 9 0 は、電線チャック2 5 c の前側チヤック2 5 c 1

を支点として跳ね返 り上 （Z 軸正方向）、左右 （X 軸方向）に曲がっている

場合がある （逆に、垂れ下がって下 （Z 軸負方向）、左右 （X 軸方向）に曲



がっている場合もある）。このように端子 9 1がロール方向に回転しており

、電線 9 0 が跳ね返った姿勢のまま端子 9 1 をコネクタハウジング8 0 のキ

ャビティ8 1 に揷入しょうとしても、キヤビティ8 1 に揷入することができ

ない、または揷入できたとしても電線 9 0 または端子 9 1 を破損するなどの

虞がある。

[0058] このため、本発明の実施形態の端子挿入装置では、制御装置 7 0 が、X 計

測センサ4 2 及びZ 計測センサ4 3 それぞれによって検出される光の強度の

分布に基づいて、端子 9 1のロール方向の回転角及び電線 9 0 の垂れ下がり

量または跳ね返り量を定量的に算出する。そして、制御装置 7 0 は、さらに

、その算出した数値を基に、端子 9 1のロール方向の回転を0 度に戻し、且

つ垂れ下がったまたは跳ね返った電線 9 0 をY軸に平行に配置するための、

電線把持本体 2 5 b のロール方向の回転角、並びに電線把持本体 2 5 b のピ

ッチ方向の回転角及びョ一方向の回転角を算出する。

[0059] ここで、電線把持本体 2 5 b の口一ル方向の回転角を算出する計算手法に

ついて説明する。図 1 4 ( A ) 及び図 1 4 ( B ) は、端子のロール方向の回

転角の計算手法を説明する説明図であり、図 1 4 ( A ) は回転角が0 の場合

、図 1 4 ( B ) は回転角が の場合である。以下では、端子 9 1の先端面の

形状が幅 a、高さb の長方形であり、その対角線の長さが c であるとする。

このとき、図 1 4 ( A ) に示されるように、幅方向の一辺と対角線のなす角

Θ 。は、次式によって与えられる。

Θ = c o s 1 にa c リ

[0060] 続いて、端子 9 1がロール方向に 回転した場合を考える。このとき、X

計測センサ4 2 及びZ 計測センサ4 3 それぞれの受光面は、この端子 9 1 に

よって帯状レーザが遮られることによって、部分的に強度が弱くなつた分布

の光を受光する。この弱くなつた部分を特定することにより、端子 9 1のX

軸方向及びZ軸方向の幅が特定される。図 1 4 ( B ) では、X は、X 計測セ

ンサ4 2 が受光した分布に基づいて特定された端子 9 1のX軸方向の幅を示

し、 Z は、 Z 計測センサ4 3 が受光した分布に基づいて特定された端子 9 1



の Z 軸方向の幅を示 している。 ここで、図 1 4 ( B ) に示 されるように、対

角線 とX 軸方向とのなす角 ，を規定すると、回転角 は、次式によって与え

られる。

θ = Θ 0 _ Θ ，= c o s - 1 ( a c ) - c o s - 1 ( X c )

この算出手法により、電線把持本体 2 5 b の ロール方向の回転角が算出さ

れる。

[0061 ] 続 いて、電線把持本体 2 5 b の ピッチ方向の回転角及び ョ一方向の回転角

を算出する計算手法について説明する。図 1 4 ( C ) は、電線把持本体 2 5

b の ピッチ方向の回転角及び ョ一方向の回転角の計算手法を説明する説明図

である。図 1 4 ( B ) に示 されるように、端子 9 1 の先端の X 座標 は、上述

した幅 X の中点 X 1 と して定めることができる。同様 に、端子 9 1 の先端の

Z 座標 は、上述 した幅 Z の中点 z 1 と して定めることができる。

[0062] ところで、センサ台 4 1 及びセンサ台 レール 4 4 は、 Y 軸方向に理想的に

延びる電線 9 0 が、 X 計測センサ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 によって計測 さ

れるX Z 座標の原点 〇 （図 6 ( B ) 参照。）を通過する位置に、位置合わせ

されている。 また、並列関節機構 2 0 の前側チャック 2 5 c 1 か ら前進 した

センサ台 4 1 における検 出領域 までの距離 I は既知である。 このため、図 1

4 ( C ) に示 されるように前側チャック 2 5 c 1 の位置を原点 と して見立て

た場合、電線把持本体 2 5 b の ピッチ方向の回転角 2及び ョ一方向の回転角

θ 3 は、次式によって与え られる。

Θ 2 = t a n - ( z 1 I )

θ 3 = t a n - ( x 1 I )

この算出手法により、電線把持本体 2 5 b の ピッチ方向の回転角及び ョ一

方向の回転角が算出される。

[0063] 図 1 3 ( B ) は、端子のロール方向の回転が 0 に戻され、且つ電線が Y 軸

に平行に配置された状態を示す説明図である。制御装置 7 0 は、算出された

ピッチ方向の回転角、 ョ一方向の回転角及び ロール方向の回転角だけ、その

回転 を打ち消す方向にハ ン ド基台 2 5 a 及び電線把持本体 2 5 b を旋回させ



る。この結果、電線把持本体 2 5 b は、図 1 3 ( B ) に示されるように、端

子 9 1 のロール方向の回転角が 0 度に戻り、且つY 軸に平行に延びる電線 9

0 を把持することができる。

[0064] 端子計測センサ4 0 は、ハン ド基台 2 5 a 及び電線把持本体 2 5 b が旋回

した後、図 1 1 ( A ) 及び図 1 1 ( B ) に示されるように、センサ台 4 1 が

初期位置に移動する。

[0065] 並列関節機構 2 0 は、センサ台 4 1 が初期位置に移動 した後、図 1 1 ( A

) 及び図 1 1 ( B ) に示されるように、ハン ド基台 2 5 a をX 軸及び Z 軸方

向に駆動 して、コネクタハウジング8 0 におけるキヤビティ8 1 の開口のX

Z 座標に、端子 9 1 のロール方向の回転角が 0 度に戻り且つY 軸に平行にな

つた後の電線 9 0 の軸心を合わせる。そ して、並列関節機構 2 0 は、図 1 2

( A ) 及び図 1 2 ( B ) に示されるように、ハン ド基台 2 5 a をY 軸正方向

に駆動 して、端子 9 1 をキヤビティ8 1 に揷入する。このとき、制御装置 7

0 には、コネクタハウジング8 0 におけるキヤビティ8 1 内で端子 9 1 に口

ックが掛かるまでの距離が設定されている。このため、制御装置 7 0 は、こ

の距離だけY 軸正方向にハン ド基台 2 5 a が移動するよう並列関節機構 2 0

を駆動する。このとき、制御装置 7 0 は、圧力センサ 2 5 g が検出する信号

から、端子 9 1 の座屈、または端子 9 1 がキヤビティに揷入されなかった場

合の端子 9 1 の固定盤 1 0 に対する干渉を判定する。

[0066] 並列関節機構 2 0 は、 Y 軸正方向にハン ド基台 2 5 a を移動すると、続い

て、 Y 軸負方向にわずかにハン ド基台 2 5 a を移動する。ここで、電線把持

本体 2 5 b には、電線チャック2 5 c に作用する外力を検出する圧力センサ

が備わっている。端子 9 1 がキヤビティ8 1 に正常に揷入されていた場合、

端子 9 1 はキヤビティ8 1 内のランスに係合されている。このため、端子 9

1 がキヤビティ8 1 に正常に揷入されていれば、 Y 軸負方向にわずかにハン

ド基台 2 5 a を移動 したときに圧力センサ 2 5 g が電線 9 0 に作用する、あ

る閾値以上の張力を検出するはずである。逆に、端子 9 1 がキヤビティ8 1

に正常に揷入されていなければ、 Y 軸負方向にわずかにハン ド基台 2 5 a を



移動 したときに圧力センサ 2 5 g が外力を検出しない、或いは閾値未満の張

力を検出するはずである。このように、並列関節機構 2 0 は、 Y 軸負方向に

わずかにハン ド基台 2 5 a を移動することによって、端子 9 1 が正常に揷入

されたか否かを判別 している。尚、端子 9 1 がキヤビティ8 1 に正常に揷入

されていない場合、並列関節機構 2 0 は、ハン ド基台 2 5 a をダス 卜ボック

ス上に移動させ、そこで電線チャック2 5 c を開くことで、電線 9 0 をダス

卜ボックスに廃棄するようにしてもよい。この後、並列関節機構 2 0 は、コ

ネクタハウジング8 0 に端子 9 1 を揷入するための今回の一連の処理が終わ

ると、ハン ド基台 2 5 a をX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置に移動する

と共に、電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の角度及びョー方向の角度を初期

角度に戻すように旋回する。さらに、電線把持本体 2 5 b のロール方向の角

度を初期角度に戻すように旋回する。

[0067] [ 本発明の端子挿入装置による作用及び効果]

以上のように説明 した本発明の実施形態の端子挿入装置は、次の作用及び

効果が得 られる。

[0068] 本発明の実施形態の端子挿入装置では、複数のコネクタハウジング8 0 が

固定盤 1 0 に円環状に配置される。このため、本発明の実施形態の端子揷入

装置は、従来の端子挿入装置のように、複数のコネクタハウジングを一列に

配置するための幅方向に大きく開かれた空間を確保する必要は無 く、固定盤

1 0 を収納できる程度の幅の空間を確保すればよくなる。このため、上述 し

た固定盤 1 0 の構造は、端子挿入装置の小型化に寄与する。

[0069] 端子挿入装置の小型化という効果は、固定盤 1 0 と並列関節機構 2 0 との

協働により実現されるものである。単に従来の端子揷入装置に本発明の円環

状の固定盤 1 0 を適用 しただけでは、コネクタハウジングに端子を揷 し込む

側の装置が円環状の固定盤 1 0 に対応することができず、コネクタハウジン

グへの端子の挿入が困難になるだけである。この困難性を解決すべ く、可動

範囲は狭いもののその可動範囲内で 6 自由度で自在に移動 旋回できる並列

関節機構 2 0 が用いられたことを付言する。さらに、付言すれば、並列関節



機構 2 0 自体の大 きさも、従来の端子挿入装置の端子を把持する側の装置に

比べて、小型で済む。 このため、固定盤 1 0 及び並列関節機構 2 0 の相性の

良さ、つまり、固定盤 1 0 に配置されたコネクタハ ウジングが回転する軌跡

と並列関節機構 2 0 の可動範囲の形状の類似性、 もあって、端子挿入装置全

体を一層小型化することができる。

[0070] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、固定盤 1 0 が回転 し、端子

9 1 が揷入されるべ き次のコネクタハ ウジング 8 0 が並列関節機構 2 0 が把

持する電線 9 0 に接近する構成である。 このため、並列関節機構 2 0 の移動

を最小限にとどめることができ、並列関節機構 2 0 の作業効率の向上を図る

ことができる。

[0071 ] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、並列関節機構 2 0 が、端子

を把持せず電線のみを把持する構造である。 このため、端子を把持するため

のチャックを並列関節機構 2 0 の電線把持本体 2 5 b に設ける必要が無い。

これにより、電線把持本体 2 5 b の軽量化、ひいてはハ ン ド部材 2 5 の軽量

化に繋がる。 この結果、並列関節機構 2 0 の動作ス ピー ドの向上やサイクル

タイムの短縮が実現でき、並列関節機構 2 0 の作業効率の向上を図ることが

できる。

[0072] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、端子 9 1 の先端の計測 をX

計測センサ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 を用いて光学的に行 う。 このため、端

子 9 1 の X 方向、 Z 方向の幅及び X Z 座標 を瞬時に検 出 し、端子 9 1 の姿勢

を検 出することができる。 さらに、その検 出精度が高いため、電線把持本体

5 b のロール方向の回転角、並びに電線把持本体 2 5 b の ピッチ方向の回

転角及び ョ一方向の回転角を正確 に計測することができる。 この結果、サイ

クルタイムの短縮及び端子の誤挿入の減少を実現することができ、作業効率

が向上する。

[0073] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、電線 9 0 に少々の巻 き癖が

あっても、その巻 き癖が残 った状態で端子 9 1 をコネクタハ ウジング 8 0 に

揷入することができる。 このため、電線 9 0 の巻 き癖 を矯正するなどの、部



品の精度のバ ラツキを抑 えるための工程が不要 になる。 この結果、作業効率

が向上する。

[0074] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、端子 9 1 をコネクタハ ウジ

ング 8 0 に揷入後、端子揷入方向 とは逆方向に電線 9 0 を引 っ張 ることによ

り、端子 9 1 が正常に挿入されたか否かを判別する。 この動作 による端子揷

入の正誤判定のためには、電線把持本体 2 5 b に圧力センサを設 けるだけで

済み、部品点数の減少に伴 う電線把持本体 2 5 b の軽量化、 コス ト低減 を図

ることがで きる。電線把持本体 2 5 b の軽量化は、並列関節機構 2 0 の動作

ス ピ一 ドの向上やサイクルタイムの短縮 に繋がる。

[0075] [ 本発 明の端子挿入装置の応用 ]

上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置 においては、固定盤 1 0 に複数

のコネクタハ ウジング 8 0 が円環状 に配置 されると した。本発明の端子揷入

装置は、複数のコネクタハ ウジング 8 0 が配置 される位置関係が全体 と して

円環であるものに限 られない。複数のコネクタハ ウジング 8 0 を全体 と して

視た ときに環状であるもの全ての形状が含 まれる。 さ らに言えば、複数のコ

ネクタハ ウジング 8 0 が配置 される位置関係が全体 と して環状である必要 も

ない。複数のコネクタハ ウジングの うちの第 1 のコネクタハ ウジング、第 2

のコネクタハ ウジング及び第 3 のコネクタハ ウジングが、第 1 のコネクタハ

ウジングと第 2 のコネクタハ ウジングの並び方向 と、第 2 のコネクタハ ウジ

ングと第 3 のコネクタハ ウジングの並び方向 とが交差するように配置 されて

いれば、端子揷入装置の小型化 という効果 を満たす ことがで きる。

[0076] また、複数のコネクタハ ウジング 8 0 は、隣 り合 うコネクタハ ウジングが

所定間隔で配置 されている必要は無い。隣 り合 うコネクタハ ウジング 8 0 は

、任意の距離で配置 してよい。

[0077] また、上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置 においては、並列関節機

構 2 0 によるロール方向、 ピッチ方向及び ョ一方向の旋回は、ハ ン ド基台 2

5 a に設 け られた第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d によって駆動する

ことと した。第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を設 ける部材は、ハ ン



ド基台 2 5 a に限られない。基台 2 1 に第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2

5 d に相当するモータを設け、そのモータの回転が伸縮シャフ ト、ュニバ一

サルジョイン 卜を介 してハン ド基台 2 5 a に伝達され、ハン ド基台 2 5 a の

ロール方向、 ピッチ方向及びョ一方向の旋回が実現される構造であってもよ

い。

[0078] また、上述 した本発明の実施形態の端子揷入装置においては、固定盤 1 0

、並列関節機構 2 0 、電線運搬機 3 0 及び端子計測センサ4 0 の一連の動作

及び配置は一例に過ぎない。例えば、移動体 3 2 に端子計測センサ4 0 を搭

載 し、搬送チャック3 3 に電線 9 0 が供給され搬送チャック3 3 が閉 じた時

点で端子計測センサ4 0 がY 軸負方向に向かって前進するとともに同時に移

動体 3 2 が並列関節機構 2 0 下部の所定位置に移動 し、並列関節機構 2 0 が

所定位置から下降 して電線 9 0 を把持する、といった一連の動作及び配置に

よっても、電線 9 0 に対する端子計測を実施することもできる。

[0079] また、上述 した本発明の実施形態の端子揷入装置においては、固定盤 1 0

のモータ部材 1 4 は、回転軸がハウジング支持台 （図示せず）の平坦面に対

して垂直となるように、該平坦面に支持されるとした。平坦面に対する回転

軸の角度は、垂直に限られない。固定盤 1 0 の形状に応 じて適宜定めるよう

にしてもよい。また、平坦面に対する回転軸の角度が可変であってもよい。

平坦面に対する回転軸の角度が可変である形態を図 1 5 ( A ) 及び図 1 5 (

B ) を参照 して説明する。図 1 5 ( A ) 及び図 1 5 ( B ) は、本発明の実施

形態の端子揷入装置における固定盤の応用例を示す図であって、図 1 5 ( A

) は固定盤の斜視図であり、図 1 5 ( B ) は図 1 5 ( A ) の要部拡大図であ

る。図 1 5 ( A ) に示されるように、固定盤 1 0 は、ハウジング支持台 1 5

の平坦面に、平坦面に対する回転軸 A の角度を調節する取付台 1 6 を介 して

取 り付けられている。取付台 1 6 は軸 1 6 a とエアシリンダ 1 6 b が設けら

れており、エアシリンダ 1 6 b により軸 1 6 a に対する回転角度を調節する

ことができる。これにより、平坦面に対するモータ部材 1 4 の回転軸 A の角

度を調節することができる。このような固定盤 1 0 は、図 1 5 ( B ) に示さ



れるように、端子揷入処理がなされたコネクタハ ウジング 8 0 が固定盤 1 0

に固定されている場合、そのコネクタハ ウジング 8 0 に向か って該固定盤 1

0 の外縁が下がるように傾 け られることによって、 コネクタハ ウジング 8 0

近傍 に位置する電線 9 0 がよ り直線的な形状 になる、言い換 えれば、電線の

垂れ下が りまたは跳ね返 りが抑制 された形状 になる。 このため、固定盤 1 0

に固定されたコネクタハ ウジング 8 0 を回転 させた ときに、 コネクタハ ウジ

ング 8 0 か ら延び る電線が他 の電線 に接触 して他 の電線 を傷 つけた り、他 の

電線線 に絡 まることを抑制することがで きる。

[0080] また、図 1 5 ( A ) 及び図 1 5 ( B ) を参照 して説明 した、平坦面 に対す

る回転軸の角度が可変である固定盤 1 0 に対 して、並列関節機構 2 0 が端子

挿入処理 を行 う場合、固定盤 1 0 に対 して平行 になるように並列関節機構 2

0 の基台 2 1 を傾 ける必要がある。図 1 6 は、本発明の実施形態の端子揷入

装置 における、並列関節機構 2 の応用例 を示す斜視図である。図 1 6 に示 さ

れるように並列関節機構 2 0 の基台 2 1 の傾 きを固定盤 1 0 に対 して平行 に

することによ り、 コネクタハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ8 1 の向 きと、並列

関節機構 2 0 が端子 9 1 を挿入するときの方向 と、が一致する。 このため、

並列関節機構 2 0 は、水平面 に対 して傾 いた固定盤 1 0 であ っても、その固

定盤 1 0 のコネクタハ ウジング 8 0 に対 して端子 9 1 を揷入することがで き

る。

[0081 ] また、上述 した本発明の実施形態の端子揷入装置 においては、図 3 に示 さ

れるように、固定盤 1 0 には、 コネクタハ ウジング 8 0 が複数個、 レール部

材 1 2 の表面 に同一平面上 に配置 されると した。本発明は、 コネクタハ ウジ

ング 8 0 が同一平面上 に配置 される形態 に限 られない。図 1 7 は、本発明の

実施形態の端子揷入装置 における固定盤の応用例 を示す側面図である。図 1

7 に示 されるように、固定盤 1 0 は、 2 つの レール部材 1 2 A 、 1 2 B を有

し、 レール部材 1 2 A 、 1 2 B を図 1 7 中の上下方向に積層 して固定するこ

とがで きる。 レール部材 1 2 A には、 レール部材 1 2 A に対 して垂直な方向

(図 1 7 中上方）に支持壁 1 7 が延びてお り、 レ一ル部材 1 2 B が支持壁 1



7 の上面 に載置 されて 3 点支持 されることによ り、 レール部材 1 2 B が レ一

ル部材 1 2 A に対 して固定される。 この構造 によ り、固定盤 1 0 には、 円環

を形成するコネクタハ ウジング 8 0 を、上下に積層 して配置することがで き

る。

ここで、上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置及び端子挿入方法の特

徴 をそれぞれ以下 [ 1 ] 〜 [ 2 2 ] に簡潔 に纏めて列記する。

[ ]

コネクタハ ウジング （8 0 ) に端子 （9 1 ) を挿入する端子挿入装置であ

つて、

複数のコネクタハ ウジング （8 0 ) が配置 される固定盤 （1 0 ) と、

先端 に端子 （9 1 ) が接続 された電線 （9 0 ) を把持 し、前記固定盤 （1

0 ) に配置 された前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) の うちのいずれか 1 つに

向けて前記電線 （9 0 ) を運搬 し、該 コネクタハ ウジング （8 0 ) における

キヤビテ ィ （8 1 ) に対 して前記端子 （9 1 ) を挿 し込む並列関節機構 （2

0 ) と、

を備 え、

前記固定盤 （1 0 ) には、前記複数のコネクタハ ウジング （8 0 ) の うち

の第 1 の コネクタハ ウジング （8 0 ) 、第 2 の コネクタハ ウジング （8 0 )

及び第 3 の コネクタハ ウジング （8 0 ) が、前記第 1 の コネクタハ ウジング

( 8 0 ) と前記第 2 の コネクタハ ウジング （8 0 ) の並び方向 と、前記第 2

の コネクタハ ウジング （8 0 ) と前記第 3 の コネクタハ ウジング （8 0 ) の

並び方向 とが交差するように配置 される、

ことを特徴 とする端子挿入装置。

[ 2 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記複数のコネクタハ ウジング （8 0 ) が、隣

り合 う前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) を繋 いだ線分の集合が全体 と して環

状 を形成するように配置 される、

ことを特徴 とする [ 1 ] に記載の端子挿入装置。



[ 3 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) が、 円環 を形

成するように配置 される、

ことを特徴 とする [ 2 ] に記載の端子挿入装置。

[ 4 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) のそれぞれが

、前記円環の半径方向に沿 って前記キヤビテ ィ （8 1 ) が位置するように配

置 される、

ことを特徴 とする [ 3 ] に記載の端子挿入装置。

[ 5 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記円環 を 2 分割 した半円単位で、前記 コネク

タハ ウジング （8 0 ) を配置可能である、

ことを特徴 とする [ 3 ] または [ 4 ] に記載の端子挿入装置。

[ 6 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記円環 を形成する前記 コネクタハ ウジング （

8 0 ) を、上下に積層 して配置可能である、

ことを特徴 とする [ 3 ] か ら [ 5 ] のいずれか一項 に記載の端子挿入装置

[ 7 ]

前記固定盤 （1 0 ) は、前記円環の周方向に回動 自在であ り、該固定盤 （

1 0 ) に配置 された前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) の うちのいずれか 1 つ

が前記並列関節機構 （2 0 ) が把持する前記電線 （9 0 ) に接近するように

回動する、

ことを特徴 とする [ 4 ] に記載の端子挿入装置。

[ 8 ]

前記固定盤 （1 0 ) は、水平面 に対 して任意の角度 に傾斜 自在である、

ことを特徴 とする [ 4 ] に記載の端子挿入装置。

[ 9 ]



前記並列関節機構 （2 0 ) は、前記端子 （9 1 ) を把持せず、前記電線 （

9 0 ) を把持する、

ことを特徴 とする [ 1 ] か ら [ 8 ] のいずれか一項 に記載の端子挿入装置

[ 0 ]

前記並列関節機構 （2 0 ) は、第 1 の並列関節機構 （2 O A ) と第 2 の並

列関節機構 （2 0 B ) とを有 し、

前記第 1 の並列関節機構 （2 O A ) は、前記電線 （9 0 ) の一端 を把持 し

、前記固定盤 （1 0 ) に配置 された前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) に向け

て前記電線 （9 0 ) を運搬 し、該 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィ （

8 1 ) に対 して前記端子 （9 1 ) を揷 し込み、

前記第 2 の並列関節機構 （2 0 B ) は、前記電線 （9 0 ) の他端 を把持 し

、前記固定盤 （1 0 ) に配置 された前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) に向け

て前記電線 （9 0 ) を運搬 し、該 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィ （

8 1 ) に対 して前記端子 （9 1 ) を揷 し込む、

ことを特徴 とする [ 1 ] か ら [ 9 ] のいずれか一項 に記載の端子挿入装置

[

前記並列関節機構 （2 0 ) は、前記電線 （9 0 ) を把持 し、前記キヤビテ

ィ （8 1 ) に対 して前記端子 （9 1 ) を挿 し込んだ後、該電線 （9 0 ) を所

定の張力が作用するまで引 き戻す

ことを特徴 とする [ 1 ] か ら [ 1 0 ] のいずれか一項 に記載の端子挿入装

置。

[ ]

並列関節機構 （2 0 ) によってコネクタハ ウジング （8 0 ) に端子 （9 1

) を挿入する端子挿入方法であ って、

先端 に端子 （9 1 ) が接続 された電線 （9 0 ) を把持する工程 と、

固定盤 （1 0 ) に配置 された複数のコネクタハ ウジング （8 0 ) の うちの



いずれか 1 つに向けて前記電線 （9 0 ) を運搬する工程 と、

前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) におけるキヤビテ ィ （8 1 ) に対 して前

記端子 （9 1 ) を揷 し込む工程 と、

を有 し、

前記固定盤 （1 0 ) には、複数の前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) の うち

の第 1 のコネクタハ ウジング （8 0 ) 、第 2 のコネクタハ ウジング （8 0 )

及び第 3 のコネクタハ ウジング （8 0 ) が、前記第 1 のコネクタハ ウジング

( 8 0 ) と前記第 2 のコネクタハ ウジング （8 0 ) の並び方向 と、前記第 2

のコネクタハ ウジング （8 0 ) と前記第 3 のコネクタハ ウジング （8 0 ) の

並び方向 とが交差するように配置 されている、

ことを特徴 とする端子挿入方法。

[ 3 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記複数のコネクタハ ウジング （8 0 ) が、隣

り合 う前記 コネクタハ ウジングを繋 いだ線分の集合が全体 と して環状 を形成

するように配置 されている、

ことを特徴 とする [ 1 2 ] に記載の端子挿入方法。

[ 4 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) が、 円環 を形

成するように配置 されている、

ことを特徴 とする [ 1 3 ] に記載の端子挿入方法。

[ 5 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記 コネクタハ ウジング （8 0 ) のそれぞれが

、前記円環の半径方向に沿 って前記キヤビテ ィ （8 1 ) が位置するように配

置 されている、

ことを特徴 とする [ 1 4 ] に記載の端子挿入方法。

[ 6 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記円環 を 2 分割 した半円単位で、前記 コネク

タハ ウジング （8 0 ) を配置可能である、



ことを特徴 とする [ 1 4 ] または [ 1 5 ] に記載の端子挿入方法。

[ 7 ]

前記固定盤 （1 0 ) には、前記円環 を形成する前記 コネクタハ ウジング （

8 0 ) を、上下に積層 して配置可能である、

こと [ 1 4 ] か ら [ 1 6 ] のいずれか一項 に記載の端子揷入方法。

[ 8 ]

前記 円環の周方向に回動 自在な前記固定盤 （1 0 ) に配置 された前記 コネ

クタハ ウジング （8 0 ) の うちのいずれか 1 つが、前記並列関節機構 （2 0

) が把持する前記電線 （9 0 ) に接近するように回動する工程 を更に有する

ことを特徴 とする [ 1 5 ] に記載の端子挿入方法。

[ 9 ]

前記固定盤 （1 0 ) は、水平面 に対 して任意の角度 に傾斜 自在である、

ことを特徴 とする [ 1 5 ] に記載の端子挿入方法。

[ 2 0 ]

前記並列関節機構 （2 0 ) は、前記端子 （9 1 ) を把持せず、前記電線 （

9 0 ) を把持する、

ことを特徴 とする [ 1 2 ] か ら [ 1 9 ] のいずれか一項 に記載の端子挿入

方法。

[ 1 ]

前記並列関節機構 は、第 1 の並列関節機構 （2 0 A ) と第 2 の並列関節機

構 （2 0 B ) とを有 し、

前記第 1 の並列関節機構 （2 O A ) が先端 に端子が接続 された電線の一端

を把持 し、前記第 2 の並列関節機構 （2 0 B ) が先端 に端子が接続 された電

線の他端 を把持する工程 と、

前記第 1 の並列関節機構 （2 O A ) 及び前記第 2 の並列関節機構 （2 0 B

) が、前記固定盤 （1 0 ) に配置 された前記 コネクタハ ウジングに向けて前

記電線 を運搬する工程 と、



前記第 1 の並列関節機構 （2 O A ) 及び前記第 2 の並列関節機構 （2 0 B

) が前記コネクタハウジングにおけるキヤビティに対して前記端子を揷 し込

む工程と、

を有することを特徴とする [ 1 2 ] から [ 2 0 ] のいずれか一項に記載の

端子挿入方法。

[ 2 2 ]

前記並列関節機構 （2 0 ) は、前記電線 （9 0 ) を把持 し、前記キヤビテ

ィ （8 1 ) に対 して前記端子 （9 1 ) を挿 し込んだ後、該電線 （9 0 ) を所

定の張力が作用するまで引き戻す工程をさらに有する

ことを特徴とする [ 1 2 ] から [ 2 1 ] のいずれか一項に記載の端子挿入

方法。

[0083] 本発明を詳細にまた特定の実施態様を参照して説明したが、本発明の精神

と範囲を逸脱することなく様々な変更や修正を加えることができることは当

業者にとって明らかである。

[0084] 本出願は、201 3年5月10日出願の日本特許出願 （特願201 3—100759) に基づ

くものであり、その内容はここに参照として取り込まれる。

産業上の利用可能性

[0085] 以上、本発明の実施形態の端子挿入装置及び端子挿入方法について説明し

た。本発明の端子揷入装置によれば、装置の小型化を実現することができる

。また、本発明の端子挿入方法によれば、並列関節機構による端子挿入処理

工程のサイクルタイ厶を短縮することができる。この効果を奏する本発明は

、コネクタハウジングに端子を挿入する端子挿入装置及び端子挿入方法に関

して有用である。

符号の説明

[0086] 1 0 固定盤

1 1 ハウジング受け

1 レ一ル部材

3 円盤部材



モ一タ部材

ハ ウジング支持台

並列関節機構

基台

a 2 b 2 2 c 第 1 モータ

a 、 2 3 b 、 2 3 c ァ一厶

a 2 4 b 2 4 c リンク

ハ ン ド部材

f 第 2 モータ

電線運搬機

運搬 レール

移動体

搬送チャック

フ レーム

エアチャック本体

端子計測センサ

センサ台

X 計測センサ

Z 計測センサ

センサ台 レ一ル

スライダ

駆動源

制御装置

コネクタハ ウジング

キヤビテ ィ

電線

端子



請求の範囲

[ 請求項 1] コネクタハ ウジングに端子を挿入する端子挿入装置であ って、

複数のコネクタハ ウジングが配置 される固定盤 と、

先端 に端子が接続 された電線 を把持 し、前記固定盤 に配置 された前

記 コネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つに向けて前記電線 を運搬

し、該 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷

し込む並列関節機構 と、

を備 え、

前記固定盤 には、前記複数のコネクタハ ウジングの うちの第 1 の コ

ネクタハ ウジング、第 2 の コネクタハ ウジング及び第 3 の コネクタハ

ウジングが、前記第 1 の コネクタハ ウジングと前記第 2 の コネクタハ

ゥジングの並び方向 と、前記第 2 の コネクタハ ウジングと前記第 3 の

コネクタハ ウジングの並び方向 とが交差するように配置 される、

而子 キ审入 装置。

[ 請求項2] 前記固定盤 には、前記複数のコネクタハ ウジングが、隣 り合 う前記

コネクタハ ウジングを繋 いだ線分の集合が全体 と して環状 を形成する

ように配置 される、

請求項 1 に記載の端子挿入装置。

[ 請求項3] 前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングが、 円環 を形成するよう

に配置 される、

請求項 2 に記載の端子挿入装置。

[ 請求項4] 前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングのそれぞれが、前記円環

の半径方向に沿 って前記キヤビテ ィが位置するように配置 される、

請求項 3 に記載の端子挿入装置。

[ 請求項 5] 前記固定盤 には、前記円環 を 2 分割 した半円単位で、前記 コネクタ

ハ ウジングを配置可能である、

請求項 3 または 4 に記載の端子揷入装置。

[ 請求項6] 前記固定盤 には、前記円環 を形成する前記 コネクタハ ウジングを、



上下に積層 して配置可能である、

請求項 3 か ら 5 のいずれか一項 に記載の端子揷入装置。

[ 請求項 7 ] 前記固定盤 は、前記円環の周方向に回動 自在であ り、該固定盤 に配

置 された前記 コネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つが前記並列関

節機構が把持する前記電線 に接近するように回動する、

請求項 4 に記載の端子挿入装置。

[ 請求項 8 ] 前記固定盤 は、水平面 に対 して任意の角度 に傾斜 自在である、

請求項 4 に記載の端子挿入装置。

[ 請求項 9 ] 前記並列関節機構 は、前記端子を把持せず、前記電線 を把持する、

請求項 1 か ら 8 のいずれか一項 に記載の端子揷入装置。

[ 請求項 10 ] 前記並列関節機構 は、第 1 の並列関節機構 と第 2 の並列関節機構 と

を有 し、

前記第 1 の並列関節機構 は、前記電線の一端 を把持 し、前記固定盤

に配置 された前記 コネクタハ ウジングに向けて前記電線 を運搬 し、該

コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込み

前記第 2 の並列関節機構 は、前記電線の他端 を把持 し、前記固定盤

に配置 された前記 コネクタハ ウジングに向けて前記電線 を運搬 し、該

コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む

請求項 1 か ら 9 のいずれか一項 に記載の端子揷入装置。

[ 請求項 11] 前記並列関節機構 は、前記電線 を把持 し、前記キヤビテ ィに対 して

前記端子を挿 し込んだ後、該電線 を所定の張力が作用するまで引 き戻

す

請求項 1 か ら 1 0 のいずれか一項 に記載の端子揷入装置。

[ 請求項 12 ] 並列関節機構 によってコネクタハ ウジングに端子を挿入する端子揷

入方法であ って、

先端 に端子が接続 された電線 を把持する工程 と、



固定盤 に配置 された複数のコネクタハ ウジングの うちのいずれか 1

つに向けて前記電線 を運搬する工程 と、

前記 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷

し込む工程 と、

を有 し、

前記固定盤 には、複数の前記 コネクタハ ウジングの うちの第 1 の コ

ネクタハ ウジング、第 2 の コネクタハ ウジング及び第 3 の コネクタハ

ウジングが、前記第 1 の コネクタハ ウジングと前記第 2 の コネクタハ

ゥジングの並び方向 と、前記第 2 の コネクタハ ウジングと前記第 3 の

コネクタハ ウジングの並び方向 とが交差するように配置 されている、

端子挿入方法。

前記固定盤 には、前記複数のコネクタハ ウジングが、隣 り合 う前記

コネクタハ ウジングを繋 いだ線分の集合が全体 と して環状 を形成する

ように配置 されている、

請求項 1 2 に記載の端子揷入方法。

前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングが、 円環 を形成するよう

に配置 されている、

請求項 1 3 に記載の端子揷入方法。

前記固定盤 には、前記 コネクタハ ウジングのそれぞれが、前記円環

の半径方向に沿 って前記キヤビテ ィが位置するように配置 されている

請求項 1 4 に記載の端子揷入方法。

前記固定盤 には、前記円環 を 2 分割 した半円単位で、前記 コネクタ

ハ ウジングを配置可能である、

請求項 1 4 または 1 5 に記載の端子揷入方法。

前記固定盤 には、前記円環 を形成する前記 コネクタハ ウジングを、

上下に積層 して配置可能である、

請求項 1 4 か ら 1 6 のいずれか一項 に記載の端子揷入方法。



前記円環の周方向に回動 自在な前記固定盤 に配置 された前記 コネク

タハ ウジングの うちのいずれか 1 つが、前記並列関節機構が把持する

前記電線 に接近するように回動する工程 を更に有する、

請求項 1 5 に記載の端子揷入方法。

前記固定盤 は、水平面 に対 して任意の角度 に傾斜 自在である、

請求項 1 5 に記載の端子揷入方法。

前記並列関節機構 は、前記端子を把持せず、前記電線 を把持する、

請求項 1 2 か ら 1 9 のいずれか一項 に記載の端子揷入方法。

前記並列関節機構 は、第 1 の並列関節機構 と第 2 の並列関節機構 と

を有 し、

前記第 1 の並列関節機構が先端 に端子が接続 された電線の一端 を把

持 し、前記第 2 の並列関節機構が先端 に端子が接続 された電線の他端

を把持する工程 と、

前記第 1 の並列関節機構及び前記第 2 の並列関節機構が、前記固定

盤 に配置 された前記 コネクタハ ウジングに向けて前記電線 を運搬する

工程 と、

前記第 1 の並列関節機構及び前記第 2 の並列関節機構が前記 コネク

タハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む工程 と

を有する請求項 1 2 か ら 2 0 のいずれか一項 に記載の端子揷入方法

[ 請求項22] 前記並列関節機構 は、前記電線 を把持 し、前記キヤビテ ィに対 して

前記端子を挿 し込んだ後、該電線 を所定の張力が作用するまで引 き戻

す工程 をさ らに有する

請求項 1 2 か ら 2 1 のいずれか一項 に記載の端子揷入方法。
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